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１ 意欲を高め、人を活かす人事制度の推進              

 

人事管理制度の構築にあたっては、「職員の意欲を高め、活かすこと」を基本に、透

明で公正な制度運営を図ります。 

 

（１）人材の確保 

  ① 採用・試験情報等の充実 

    少数精鋭による組織運営をさらに推進するには、採用の段階で、単なる知識や

事務処理能力だけではなく、人間性や創造性に優れた人材を、いかに見出し、確

保していくかが重要です。 

    このため、ホームページ等を活用しながら、採用・試験情報等の情報発信を充

実し、広域的に優秀な人材の確保に努めていきます。 

実施事項(◆）・研究事項(◇) 具体的な内容 

◆採用・試験情報等の充実 試験申込書の郵送、電子申請の受付を実施す

るとともに、ホームページのほか試験案内サイ

トを活用するなど採用、試験、職員の業務等に

関する情報を充実させる。 

◇採用試験の工夫 試験方法では、小グループ（集団）における

受験者の行動を直接観察し評価し判別する集

団討論試験について研究する。 

また、採用試験の実施時期や合格発表の時期

の早期化など、優秀な人材を確保するために、

試験方法以外で工夫した採用試験の実施を研

究する。 

◆社会人経験者採用枠の設定・

拡充 

優秀な人材を確保するために、社会人経験者

の採用枠を設定したり採用人数を増やしたり、

年齢制限の緩和などを実施する。 

 

  ② 職員構成の是正 

    職員構成の是正については、中・長期的な視野で取り組んでいかなければなり

ません。 

実施事項(◆）・研究事項(◇) 具体的な内容 

◆再任用職員の活用 高度なサービスの提供者として、また培われ

た知識や技術の伝承、若手職員の育成支援の視

点から、再任用職員の活用について実施する。 

◆任期付職員の採用  特に専門性の高い職種においては、高度の専

門的な知識経験又は優れた識見を有する者を

一定期間活用することで、効率的かつ効果的な

人材確保を実施する。 

   

（２）人事異動制度の充実 

  ① 適材適所の人事配置 
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職員の能力や適性を最大限に活かすため、適材適所の人事配置をさらに推進

します。 

実施事項(◆）・研究事項(◇) 具体的な内容 

◆ジョブローテーション  採用後の一定年数の間に、異なる分野の業務

を経験させることにより、適性を確認するとと

もに、広い視野と職務遂行能力を持った人材を

育成する。 

◇自己申告制度 本人の異動の希望やキャリア形成、能力開発な

どについて自己申告する。 

◇庁内公募制度  異動・配置希望、自己啓発の実績、今後の展

望などを職員本人から申告させる。 

 人事担当部署が人事異動等の資料として活

用するほか、職員が自身のキャリアプランをイ

メージし、能力開発目標を自覚するといった人

材育成の側面から活用する。 

 

② 人事情報の活用 

職員の能力開発、異動、研修、評価等に関する情報や記録を一元的な管理に努

め、人事異動や人事配置に活用します。 

実施事項(◆）・研究事項(◇) 具体的な内容 

◇人事データの管理と活用  より計画的な人事異動と能力・適性を考慮し

た人事配置を行うため、職員の異動履歴に加え

研修履歴、評価履歴など一元的な管理・活用に

ついて研究する。 

◇人事異動意向調書  人事異動意向調書を活用し、人事評価制度な

どとの連携について研究する。 

 

（３）育成型人事評価制度の活用 

人材育成の視点から人事管理を進めていくためには、職員一人ひとりの業績や

発揮した能力を客観的に評価し、その結果を能力開発に結びつける公平で公正な

処遇の実現が重要です。また、職員一人ひとりが自分の強み弱みを自覚し、それ

を踏まえ自分の能力を伸ばそうとする意欲を高める、すなわち「気づき、考え、

行動する」こと、またそれを育成し、支援することを基本とした育成型の人事評

価制度として運用します。 

また、与えられた職務に対する勤務実績を評価するだけではなく、職員自らが

その意志と工夫により目標を設定し、それに対してどれだけ挑戦し、努力し、成

果を上げたかという点を人事評価に反映させていきます。 

なお、制度実施にあたっては、より公正性・透明性・納得性の高い制度を目指

し、定期的・継続的に職員の意見等を聴取し、制度の改善を図っていきます。  

実施事項(◆）・研究事項(◇) 具体的な内容 

◆業績評価（目標による管理）  「目標による管理」の手法を導入し、職員一

人ひとりが組織目標を認識したうえで、自らの

目標を設定し、その目標の達成度により業績
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（成果）を評価する。 

◆能力評価 

 

 職員が職務を遂行するうえで発揮した能力

や態度を把握し、評価する。 

◆面談制度  フィードバックによる育成支援、コミュニケ

ーションによる相互理解を図るため、「適切な

目標の設定」、「目標達成への取組み過程」、「結

果の評価」の各段階において、評価者と被評価

者との面談を実施する。 

◆評価能力・育成能力の向上  評価能力の向上、各評価者の評価基準の統一

を図るため、評価者訓練を継続的に実施する。 

 また、「適切な目標の設定」から「目標達成

への取組み過程」、そして「結果の評価」に至

るまで、部下を育成支援するためのコーチング

能力の向上を図るための研修を実施する。 

◆公正性・透明性・納得性の確

保 

人事評価制度の公正性・透明性・納得性を確

保するため、評価項目及びその基準を明らかに

し、評価結果についても面談を行い本人に開示

する。 

◆公平で公正な処遇への反映  職務への意欲の向上や動機付けを図るため、

努力により得られた業績や発揮された能力を

客観的に評価し、公平で公正な処遇へ反映す

る。 

◇挑戦加点制度  与えられた職務に対する勤務実績を評価す

るだけではなく、職員自らがその意志と工夫に

より目標を設定し、それに対してどれだけ挑戦

し、努力し、成果を上げたかという点を人事評

価に反映させていくことを研究します。 

 これにより、挑戦意欲あふれる職場づくりを

図ります。 
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２ 能力を引き出し、高める研修制度の推進                  

 

研修制度の構築にあたっては、本町研修計画を基に、「やる気を育てる 人を育てる 

まちを育てる」をテーマに、「職員の持つ能力を最大限に引き出し、高める」ことを基

本として、一層の充実を図ります。研修の大きな柱である「自己啓発」、「職場研修（OJT）」

及び「職場外研修（Off-JT）」、それぞれの長所を活かし、研修体系を整備し、職員の適

性や人事コースの各段階に応じた能力開発を効果的に推進します。 

 

（１）自己啓発の支援 

   自己啓発は、能力開発の基本であり、自らの能力を十分に発揮するために日頃

から継続的に自己啓発を行うことは、職員としての責務であるとも言えます。 

① 助成・支援制度の充実 

自己啓発は、職員の意欲が最も重要であることは言うまでもありませんが、職

員の主体的な自己啓発への取組みを支援する制度の充実を図ります。 

実施事項(◆）・研究事項(◇) 具体的な内容 

◆専門講座等の参加支援  高度な専門知識を得るため、市町村アカデミ

ー等で開設されている専門講座の受講を促進

する。 

◇資格取得助成 職務に密接に関連する資格の取得について、

一定の基準により、その取得にかかる費用の助

成を研究する。 

◇研究グループ支援  問題意識を持ち、自主的に研究を行うグルー

プに対して、研究活動支援を行い、またその成

果の発表の場についても研究する。 

 

② 情報の提供と成果の活用 

自己啓発に関する情報を積極的に提供するとともに、自己啓発をより効果的に

推進するため、得られた能力などを活用、評価できる仕組みを構築します。 

実施事項(◆）・研究事項(◇) 具体的な内容 

◆自己啓発に関する情報の提供  各種研修の開催案内や自己啓発に関する図

書等の紹介を行っていく。 

 

（２）職場研修の推進 

職場研修（OJT：On the Job Training）は、職場において上司等が仕事を通し

て、また、仕事に関連させながら部下を育成、指導するものです。実践的であり、

職員一人ひとりの特性に応じたきめ細やかな育成指導が可能であるため、内容の

充実を図ります。 

実施事項(◆）・研究事項(◇) 具体的な内容 

◆管理監督者の意識啓発  管理監督者が部下を育成・支援する責務を深

く認識し、職場研修が積極的に実施されるよ

う、「人を育てる」仕事の進め方やその技術の



5 

 

習得に向けた研修等の参加を推進し、意識啓発

を図る。 

◆職場研修体制の整備  人事評価制度の「目標の設定」、「取組み過

程」、「評価」の各段階における面談を、職員を

育成する重要な職場研修の場として位置付け

る。 

◆若手職員育成制度の整備（メ

ンター制度（新採トレーナー制

度）） 

新規採用職員が、気軽に相談する若手中堅職

員をもち、仕事についての助言や心理・社会的

サポートを受けることにより、見識・組織内ネ

ットワークを広げるとともにキャリア形成の

助けとなることを目的とした「メンター制度

（新採トレーナー制度）」等について研究する。 

  

（３）職場外研修の充実 

職場外研修（Off-JT：Off the Job Training）は、本来の職場を離れて、多数

の職員が集合して、共通する特定のテーマなどについて学ぶ集合研修とも言い、他

の職員との交流、ネットワークの形成という大きな効果もあります。 

 

① 本町独自研修の充実  

職員全てに共通して必要なもの及び職員それぞれの職務・階層に必要なものを、

体系的に習得できるよう、また、「受身の研修」から「自らが積極的に参加する

研修」への変革を目指して、内容の充実を図ります。 

 

実施事項(◆）・研究事項(◇) 具体的な内容 

◆基本研修  階層別研修は、職場外研修への参加を積極的

に推進しながら、独自研修においてより充実し

た階層を設定するなど、その階層に特に必要と

される能力の向上を図る。 

◆特別研修 時代や状況に即応した研修を実施すること

で、組織全体の連携強化、意識向上を図る。 

◆近隣市町との合同研修 

（定住自立圏域での合同研修） 

効率的かつ効果的な研修を実現するため、近

隣市町との合同研修会を実施する。 

◇専門知識取得のための各課等

主体の集合研修の実施 

多様で高度な専門能力や特定の分野におけ

る高度な業務に対応できる能力の養成など、特

定職種に係る専門的・実務的な知識・技能を習

得させるために、各課等が主体となって集合研

修を行う。 

◇民間企業との合同研修 民間企業の受講生とともに学ぶことで、行政

の枠にとらわれない発想の転換等を促す契機

となり、多様な経験を積むことができる（民間

企業の受講生とともに学ぶのではなく、単に研

修を民間委託したり、講師として民間企業等で

勤める者を招致した研修は除く。）。 
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② 派遣研修の充実 

研修専門機関への派遣研修は、各階層に求められる基本的な知識や高度かつ専

門的な知識を集中的に習得することができます。今後も引き続き、職員の主体性

や希望を考慮しながら、積極的に実施していきます。 

また、他団体への派遣研修又は人事交流についても、広い視野を持つ職員の養

成の面から、実施について検討していきます。 

 

 

実施事項(◆）・研究事項(◇) 具体的な内容 

◆市町村職員研修協議会への派 

 遣 

 各階層に求められる基本的な知識又は専門

的な知識の習得のため、計画的に派遣する。 

◆市町村アカデミー等への派遣  高度・専門的な知識の習得のため、自治大学

校、市町村アカデミー、国際文化アカデミー、

研修専門の民間事業者が主催する研修などへ

派遣し、発表、議論の場を設けるなど組織への

波及を図る。 

◆他団体への派遣研修  先進的な施策や政策手法などを習得し、強固

な人的ネットワークや広い視野と高い見識を

持つ職員を養成するため、県等への派遣研修又

は人事交流を実施する。 

 

（４）研修を推進する体制の整備 

職員研修を総合的に推進するには、「自己啓発」、「職場研修」、「職場外研修」な

どにおける様々な取組みを十分に検討し、実施していくとともに、それを支える体

制を整備することが必要です。 

 

実施事項(◆）・研究事項(◇) 具体的な内容 

◆研修情報の周知・共有  職員研修計画により、年間スケジュール、各

研修の実施予定や研修内容を出来る限り早期

に周知し、より研修に参加しやすい環境をつく

る。 

 また、必要に応じて活動成果や様々な研修情

報の全庁的な共有化を図る。 
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３ 意欲と活力を生み出し、人を育てる職場づくりの推進          

 

職場づくりにあたっては、「意欲と活力を生み出し、人を育てる」ことを基本に、職

員が自らの能力を活かして、心身ともに健康な状態で生き生きと職務を遂行できるよう、

環境を整備します。 

 

（１）職場風土の醸成 

職員が業務の改善などに意欲的に取り組むには、その意欲や創意工夫を尊重す

る職場風土やアイデアや前向きな行動を評価する仕組みづくりが必要です。 

また、「人を育てる」職場風土を醸成するには、職場の責任者である管理監督者

の役割が非常に重要です。職場における良好な環境づくりは管理監督者の責務であ

ることを認識し、強いリーダーシップを発揮することが求められます。 

実施事項(◆）・研究事項(◇) 具体的な内容 

◆管理職研修の推進 管理職の自覚と必要な基礎知識・技能を習得

させるため、研修を充実する。 

◆部下の育成支援能力や組織

マネジメント能力の強化 

管理監督者の部下を育成・支援する能力や組

織マネジメント力の向上を図るため、人事評価

制度（面談制度）などと関連づけ、管理監督者

を対象に研修（評価者研修、面談研修など）を

実施する。 

◆改善提案制度  職員の創意工夫、多彩な発想を引き出すた

め、事務・業務に対する改善意見や政策提案な

どができる機会を設けるとともに、その提案に

ついて実施・改善に向けた取組を実施する。 

 

（２）職場内コミュニケーションの活性化 

職場に活力を生み出すには、職場内における活発で良好なコミュニケーション

が不可欠です。 

実施事項(◆）・研究事項(◇) 具体的な内容 

◆組織目標の共有  組織の目標を掲げ、それを共有することによ

り、課題を自ら発見し、目標達成や課題解決に

つなげようとする意欲を高め、組織内の協調を

促進する。 

◆面談制度 人事評価制度の「目標の設定」、「取組み過

程」、「評価」の各段階における面談を、上司と

部下の意見交換、相談など貴重な対話の場とし

てとらえ、育成支援・相互理解を促進する。 

◆朝の課内ミーティングや 

課内会議などの実施 

 コミュニケーションの活性化を図るため、定

期的・継続的な課や担当内のミーティングや勉

強会、会議、職場内での日常的な議論・話合い

を促進する。 
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（３）健康管理の増進 

職員が意欲を高め、その持つ能力を発揮できるようにするためには、心身とも

に健康で生き生きと働くことができる職場でなければなりません。そのため、職員

の不安やストレスを和らげるような環境づくりを促進します。 

実施事項(◆）・研究事項(◇) 具体的な内容 

◆メンタルヘルスの理解と 

セルフケアの推進 

 職員一人ひとりがメンタルヘルスについて

理解し、ストレスの予防、軽減、対処ができる

よう、メンタルヘルスの実践的な知識やセルフ

ケアの方法などについて専門家による研修を

実施する。 

◆健康診断の充実 

 （ストレスチェックの導入） 

 生活習慣病を予防し、病気を早期に発見する

ために、人間ドックを含めた職員健康診断の充

実を図るとともに、ストレスチェックを実施す

る。 

◆メンタルヘルスの相談窓口  心に悩みを持つ職員が、気軽に相談できるよ

う設置している専門家相談窓口について周知

を促進する。 

◆長期休職者の復帰支援 心の病等による長期休職者の職務への復帰

のため、人事担当部署、管理監督者、主治医又

は嘱託医、家族などが連携を図りながら、支援

する体制を整える。また、本人の意思に基づき、

職場復帰の意欲を支援する。 

◆各種ハラスメントの相談窓 

 口 

各種ハラスメントなどに悩む職員の相談を

受け付ける窓口を設置するとともに、苦情につ

いても公正に対応できる委員会などを設置す

る。 

◆男性職員の育児休暇の取得 男性職員の育児に係る休暇等の取得や、育児

休業のための研修の実施やセミナーへの参加

を促す。 

◇育児休業、介護休業等取得者

の円滑な職場復帰 

介護休業等取得者の円滑な職場復帰のため

の研修の実施やセミナーへの参加を促す。 

◇在宅勤務 多様な働き方の実現を目指す「テレワーク」

について調査・研究をする。 

 

（４）職場環境の整備 

 職員が高い意欲を持って、能力を十分に発揮するには、心身ともに健康で、

個人の生活も充実していることが必要であり、健康管理を行うことは、人材育

成の基本となります。 
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４ 人材育成実施計画                           

 

人材育成、能力開発の仕組みを構築し、実施していくための具体的な取組みについて

は、計画期間を令和３年度から令和７年度までの５か年間とし、順次実施していきます。

なお、計画は、状況の変化等を踏まえ、必要に応じ見直しを図ります。 

実施・研究事項 
令和 3
年度 

令和 4 
年度 

令和 5 
年度 

令和 6 
年度 

令和 7 
年度 

令和 8 
年度 

意欲を高め、人を活かす人事制度       

 

人材の確保       

 

採用・試験情報等の充実 実施  

採用試験の工夫 研究      検討  実施  

社会人経験者採用枠の設定・拡充 実施  

再任用職員の活用 実施  

民間等経験者の採用 実施  

人事異動制度の充実       

 ジョブローテーション 実施  

自己申告制度 構築          実施  

庁内公募制度 構築          実施  

人事データの管理と活用 構築          実施  

人事異動意向調書の充実 研究     検討   

育成型人事評価制度の活用       

 

業績評価（目標による管理） 実施  

能力評価 実施  

面談制度 実施  

評価能力・育成能力の向上 実施  

公正性・透明性・納得性の確保 実施  

公平で公正な処遇への反映 実施  

挑戦加点制度 研究      実施  

能力を引き出し、高める研修制度       

 

自己啓発の支援       

 専門講座等の参加支援 実施  

資格取得助成 研究  構築      実施  

研究グループ支援 研究  構築      実施  

改善提案制度 実施  

職場研修の推進       

 

管理監督者の意識啓発 実施  

職場研修体制の整備 実施  

若手職員育成制度の整備 実施  

新
方
針
・
計
画
に
よ
る
運
用 

方
針
・
計
画
の
見
直
し 
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職場外研修の充実 

      

       

 基本研修 実施  

特別研修 実施  

近隣市町との合同研修 実施  

専門知識取得のための各課等主

体の集合研修の実施 

研究      実施  

民間企業との合同研修 研究      実施  

市町村職員研修協議会への派遣 実施  

市町村アカデミー等への派遣 実施  

他団体への派遣研修 実施  

研修を推進する体制の整備       

 研修情報の周知・共有 実施  

意欲と活力を生み出し、人を育てる職場づくり     

 

職場風土の醸成       

 管理者研修の推進 実施  

部下の育成支援能力や組織マネ
ジメント能力の強化 

実施  

職員による柔軟な意見発信 実施  

職場内コミュニケーションの活性化      

 

組織目標の共有 実施  

面談制度 実施  

朝の課内ミーティングや課内会
議などの実施 

実施  

健康管理の増進       

 

メンタルヘルスの理解とセルフ
ケアの推進 

実施  

健康診断の充実（ストレスチェッ

クの導入） 

実施  

メンタルヘルスの相談窓口 実施  

長期休職者の復帰支援 実施  

各種ハラスメントの相談窓口 実施  

男性職員の育児休暇の取得 実施  

育児休業、介護休業等取得者の円
滑な職場復帰 

研究  実施  

在宅勤務 研究  構築  実施  

 

新
方
針
・
計
画
に
よ
る
運
用 

 

方
針
・
計
画
の
見
直
し 

 


